
貸   借   対   照   表
（2021年 6月 30日現在）

（単位 ： 円）

〔  負債の部  〕

流  動  資  産 9,003,120,497   流  動  負  債 4,614,134,350

現 金 及 び 預 金 21,269,111 買 掛 金 2,476,655,840

受 取 手 形 0 短 期 リ ー ス 債 務 0

売 掛 金 732,759,983 未 払 金 8,870,400

新 車 1,190,939,065 未 払 消 費 税 190,611,400

中 古 車 918,639,734 未 払 法 人 税 等 262,016,992

部 品 46,473,002 未 払 費 用 844,974,388

貯 蔵 品 43,986,950 前 受 金 578,404,667

短 期 貸 付 金 5,289,973,118 預 り 金 108,951,663

未 収 入 金 541,504,897 賞 与 引 当 金 143,649,000

未 収 法 人 税 等 0

前 払 費 用 118,436,692   固  定  負  債 1,199,496,254

繰 延 税 金 資 産 0 長 期 リ ー ス 債 務 0

そ の 他 流 動 資 産 0 預 り 保 証 金 0

仮 払 金 99,331,989 長 期 未 払 金 0

貸 倒 引 当 金 △ 194,044 退 職 給 付 引 当 金 1,199,496,254

固  定  資  産 2,392,096,582 0

有 形 固 定 資 産 1,681,052,759

建 物 44,577,059

構 築 物 96,604,371

機 械 装 置 883,583,798 負 債 合 計 5,813,630,604

車 両 運 搬 具 1,573,173,994 〔  純 資 産  の  部  〕

工 具 器 具 備 品 394,809,949 株主資本 5,581,586,475

リ ー ス 資 産 0   資   本   金 95,000,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,337,579,412 　資本剰余金 287,796,099

建 設 仮 勘 定 25,883,000 その他資本剰余金 287,796,099

無 形 固 定 資 産 20,033,679

電 話 加 入 権 20,033,679

ソ フ ト ウ ェ ア 0   利益剰余金 5,198,790,376

利 益 準 備 金 23,750,000

投資その他の資産 691,010,144 その他利益剰余金 5,175,040,376

投 資 有 価 証 券 600,000 　　繰越利益剰余金 5,175,040,376

関 係 会 社 株 式 0 純 資 産 合 計 5,581,586,475

長 期 貸 付 金 8,200,000

長 期 前 払 費 用 2,425,740

敷 金 1,431,450

保 証 金 28,034,200

そ の 他 投 資 1,050,000

破 産 更 生 債 権 5,062,077

貸 倒 引 当 金 △ 5,009,173

繰 延 税 金 資 産 649,215,850

資 産 合 計 11,395,217,079 負債 ・ 純資産合計 11,395,217,079

〔  資産の部  〕



個　別　注  記  表

①　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法　

子会社株式                     ： 総平均法による原価法

その他有価証券

　時価のないもの ： 総平均法による原価法

　　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

新車・中古車及び貯蔵品 ： 個別法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に伴う簿価切下げの

方法により算定しております。）

部品 ： 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の低下に伴う簿価

切下げの方法により算定しております。）

　　（３）固定資産の減価償却方法

有形固定資産 ： 主として定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属

（リース資産を除く） 設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については

定額法を採用しております。

無形固定資産 ： 定額法

尚､自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

リース資産 ： リース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を

採用しております。

　　（４）引当金の計上基準

貸倒引当金 ： 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上し

ております。

賞与引当金 ： 従業員に対する賞与の支給に充てるため、将来の支給見込み額のうち当期の負担額を

計上しております。



退職給付引当金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込み

額に基づき計上しております。

会計基準変更時差異については１５年による均等額を費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により翌期から、費用処理することとしております。

　　（５）消費税等の会計処理 ： 税抜方式によっております。

②　株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 ： 1,900株

③　当期純利益金額 ： -26,728,532円


